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令和７年度札幌市宿泊施設バリアフリー化補助事業 補助金交付要綱 

 令和７年４月 14日 観光・ＭＩＣＥ担当局長決裁 

（通則） 

第１条 札幌市宿泊施設バリアフリー化補助金（以下「補助金」という。）の交付につい

ては、札幌市補助金等の事務取扱に関する規程（昭和３６年訓令第２４号）によるほ

か、この要綱に定めるところによる。 

（目的） 

第２条 この補助金は、札幌市福祉のまちづくり条例（平成１０年１２月１５日札幌市

条例第４７号。）第１２条の規定に基づき、障がい者、高齢者等が円滑に利用できるよ

う、バリアフリー化を目的とした、建築物（札幌市福祉のまちづくり条例施行規則（平

成１１年２月９日札幌市規則第３号。）第２条で定める別表１の１の建築物のうちホテ

ル、旅館等）の整備に要する改修費用の一部を助成することにより、障がいの有無や

年齢などに寄らず、誰もが円滑に移動することができ、快適に利用できる宿泊環境整

備の推進を図ることを目的とする。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者（以下、「補助対象者」という。）は、第４条に定める

施設を運営する者とする。ただし、次の各号に掲げるいずれかに該当する者は、補助

対象者となることができないものとする。 

⑴ 法人その他の団体の代表者、役員、使用人、その他の従業員若しくは構成員、又

は個人で申請する場合はその個人に、札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平

成２５年条例第６号）第２条第１号から第２号に規定する「暴力団」若しくは「暴

力団員」又は同条例第７条第１項に規定する「暴力団関係事業者」に該当する者が

ある者 

⑵ 札幌市税を滞納している者 

⑶ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）、会社更生法（平成１４年法律第１５４

号）、破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく申立・手続中（再生計画等認可後

は除く）、又は私的整理手続中など、事業の継続性について不確実な状況である者 

⑷ 会社法（平成１７年法律第８６号）第４７２条の規定により休眠会社として解散

したものとみなされている者 

⑸ 前各号に掲げる者のほか、交付することが適当でないと市長が認めた者 

（補助対象施設） 

第４条 補助金の交付対象となる宿泊施設（以下「補助対象施設」という。）は、札幌市
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内において旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項の許可を受け、同法

第２条第２項から第３項の規定による「旅館・ホテル」又は「簡易宿所」の営業を行っ

ている施設とする。なお、複数の補助対象施設を所有する補助対象者は、補助対象施

設ごとに申請することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げるいずれかに該当する施設は、補助金の

交付を受けることができない。 

⑴ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第６項に規定する「店舗型性風俗特殊営業」を行う施設及びこれに類するも

の 

⑵ 前項で定める営業許可のほか、必要な許認可等を取得していない施設（ただし、

補助金申請後、実績報告時までに営業許可を受ける予定のあるものを除く。） 

⑶ 公共施設（指定管理者制度の導入施設を含む。） 

⑷ 前各号に掲げる施設のほか、交付することが適当でないと市長が認めた施設 

（補助対象事業） 

第５条 補助金の交付対象となる事業（以下、「補助対象事業」という。）は、次の各号に

掲げる、補助対象施設をバリアフリー化するための改修工事とする。 

⑴ 客室改修 

補助対象施設の宿泊者が利用する客室をバリアフリー化する改修工事であり、別

表１に定める整備基準を原則として全て満たすもの 

⑵ 共用部改修 

補助対象施設において不特定多数の者が利用する共用部分をバリアフリー化する

改修工事であり、別表２～４に定める整備項目のうち該当する項目の整備基準を原

則として全て満たすもの 

２ 前項各号の改修において、整備基準に定めのない改修内容については、国土交通省

が定める「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」において、望

ましい整備内容や配慮すべき点等として定められたものを参照すること。 

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号に掲げるいずれかに該当する事業は、交付対

象としない。 

⑴ 同一の事業について、国、北海道、札幌市又は他の地方公共団体から補助金等の

交付を受けた事業、又は受けようとしている事業 

⑵ 既に実施済み、又は実施中の事業 

（補助対象経費） 

第６条 補助金の交付対象となる経費は、補助対象事業に要する費用のうち、次の各号

に掲げるいずれかに該当し、市長が必要かつ適当と認めるものとする。ただし、消費
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税及び地方消費税相当額は補助対象外とする。 

⑴ 施設改修工事費 

⑵ 設計及び工事監理委託経費 

⑶ その他必要と認める経費 

（補助金の交付額） 

第７条 補助金の交付額は、補助対象経費の５分の４とし、上限額は次の各号に掲げる

とおりとする。 

⑴ 客室改修：８，０００千円 

⑵ 共用部改修：２０，０００千円 

２ 前項の規定により算出した交付額に１,０００円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てるものとする。 

３ この要綱による補助は、予算の範囲内において行うものとする。 

（補助金の交付条件） 

第８条 補助金の交付に付する条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

⑴ 本事業の目的を十分に理解し効果的なバリアフリー改修を行うため、令和７年８

月２９日までに本市が指定するバリアフリーに精通した専門家による助言等を受け

ること。 

⑵ 令和８年２月２７日までに事業を完了させること。なお、事業の完了とは、補助

対象事業の実施及び支払が完了した状態をいう。ただし、天災等、真にやむを得な

い事情により当該事業が期日までに完了しないことについて、市長が特に認めると

きはこの限りでない。 

⑶ 補助金の交付決定の日以降、本市が行う取材等に積極的に協力し、改修に係る経

緯や必要経費の概要、改修後の業績等に関する情報の公開に同意すること。 

（補助金交付申請）  

第９条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金交付申

請書（様式１）に、以下書類を添付して提出しなければならない。 

⑴ 関係図書（各図書には、必要事項、寸法等が記載されていること。） 

ア 案内図 

イ 補助対象整備に係る部分の図面等 

ウ 配置図、平面図、立面図及び断面図 

エ 工程表 

⑵ 補助対象整備箇所の施工前の現況写真 

⑶ 補助対象整備に係る見積書等の写し（内訳書を含む。） 
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⑷ 建築確認・検査済みであることの証明の写し（建築確認済証等） 

⑸ 法人登記簿謄本、あるいは個人の場合、住民票抄本又は外国人登録証明書 

⑹ 直近の市税の納税証明書（指名願） 

⑺ 旅館業営業許可書（写） 

⑻ 補助対象施設を有する土地・建物の所有者と申請者が異なる場合、補助申請に係

る工事承諾書（様式２） 

⑼ 誓約書兼同意書（様式３） 

⑽ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 補助金の申請期間は、この要綱の施行日から令和７年９月３０日までとする。なお、

補助金の交付決定額が予算額に達した時点で、それ以降の申請受付は行わないものと

する。 

（申請の取下げ） 

第１０条 申請者は、前条に規定する申請を取り下げるときは、補助金交付申請取下書

（様式４）を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の取下書の提出を受けたときは、前条に規定する申請の際に提出された

書類を申請者に返却するものとする。 

（補助金交付決定） 

第１１条 市長は、第９条の規定に基づく申請書の提出があったときは、当該申請に係

る事項等の審査及び必要に応じて行う現地調査等を実施し、補助金の交付の可否を決

定する。 

２ 補助金の交付するものと決定したときは、補助金交付決定通知書（様式５）により、

また補助金を交付しないものと決定したときは、補助金不交付決定通知書（様式６）

により申請者に通知する。なお、補助金交付決定後は、第９条に規定する申請の際に

提出された書類は返却しないこととする。 

３ 市長は、前項の通知に際し、第２条の目的を達成するために、その主旨の範囲内に

おいて指導及び助言を行い、条件を付すことができる。 

（補助対象事業の内容変更） 

第１２条 申請者は、第９条の申請内容を変更しようとするときは、あらかじめ市長と

協議を行った上で、補助金交付申請内容変更承認申請書（様式７）を提出しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項に規定する承認申請書の提出を受けたときは、その内容について審査

し、補助金交付申請内容変更承認通知書（様式８）により申請者へ通知する。 

３ 前項の規定に基づき再算定する補助金の交付額は、原則として、補助金交付決定通



- 5 - 

知書に記載された補助金交付決定額を上回らないものとする。 

４ 市長は、第１項の規定により提出された書類を審査し、当該申請内容の変更につい

て不適当と認めたときは、補助金交付申請内容変更不承認通知書（様式９）により通

知するものとする。この場合、市長は、補助金の交付決定を取り消すことができる。 

（辞退の届出） 

第１３条 申請者は、補助金の交付を辞退するときは、補助金交付辞退届（様式１０）

により、速やかに市長に届け出なければならない。 

２ 市長は前項の辞退届の提出を受けたときは、補助金交付決定を取り消し、補助金交付

決定取消通知書（様式１４）により申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１４条 申請者は、補助対象事業が完了したときは、事業実績報告書（様式１１）に、

以下書類を添付して提出しなければならない。 

⑴ 補助対象事業の支払いに係る領収書の写し（宛名に申請者の法人名が記載され、

補助対象経費と金額が一致しており、経費の内訳がわかるもの。内訳がわからない

場合は領収書に加えて内訳がわかる請求書等の写しも提出すること） 

⑵ 補助対象事業の内容が分かる資料（現場の写真等） 

⑶ 銀行口座振込同意書（様式１２） 

⑷ 振込先金融機関の通帳の写し等 

２ 前項の報告書の提出は、補助対象事業が完了した日から起算して３０日を経過する

日（土日又は祝日法による休日に当たる場合はその翌営業日）又は令和８年３月１３

日のいずれか早い期日までに行わなければならない。 

 （補助金の確定） 

第１５条 前条の規定により提出された実績報告書を審査し、適正であると認めたとき

は、交付すべき補助金の額を確定し、補助金額確定通知書（様式１３）により申請者

へ通知する。 

（是正のための措置） 

第１６条 市長は、前条の規定に基づく審査において補助金交付要件に適合しないと認

めたときは、申請者に対して是正措置を取るよう命ずることができる。 

２ 第１４条の規定に基づく実績報告は、前項の命令により必要な措置をした場合に対

しても行わなければならない。 

（補助金の交付） 

第１７条 市長は、第１５条の規定による補助金額確定の通知後、速やかに補助金を交
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付するものとする。 

２ 前項の規定による補助金の交付は、口座振替の方法によるものとする。 

（補助金交付決定の取消し） 

第１８条 市長は、申請者が次の各号に掲げるいずれかに該当するときは、補助金の交

付決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

⑴ 補助金交付決定の内容又はこれに付した条件に反したとき。  

⑵ 前号のほか、関係法令及びこの要綱に違反したとき。 

⑶ 虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。  

⑷ 前各号に掲げるもののほか、市長が不適当と認める事由が生じたとき。  

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、補助金交付決定

取消通知書（様式１４）により通知する。 

（調査等の実施） 

第１９条 市長は、この要綱による補助金の執行の適正を期するため、申請者の状況を

調査（実地検査を含む。）し、又は申請者に報告を求めることができる。 

２ 申請者は、前項に規定する調査等に協力しなければならない。 

３ 市長は、前項の協力が得られないときは、補助金交付決定を取り消すことができる。 

４ 市長は、前項の規定により取消しを行うときは、補助金交付決定取消通知書（様式

１４）により申請者に通知するものとする。 

（財産の管理） 

第２０条 補助金の交付を受けた者は、補助対象事業が完了した後も、補助金により取

得し、又は効用を増加した財産を善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、

補助金の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 

２ 補助金の交付を受けた者は、原則として、実績報告書に記載の購入日から耐用年数

（「減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）」に規定す

る耐用年数をいう。以下に同じ。）を経過するまで、補助金により取得した財産につい

て、市長の承認を受けないで、補助金の交付目的に反して売却し、譲渡し、交換し、廃

棄し、貸し付けし、又は担保に供して（以下「処分」という。）はならない。ただし、

補助金の全部を返還したとき又は特別な理由があると市長が認めるときは、この限り

でない。 

３ 補助金の交付を受けた者は、実績報告書に記載の購入日から耐用年数を経過するま

でに補助事業により取得した財産を処分しようとするときは、あらかじめ財産処分申

請書（様式１５）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（補助金の返還） 
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第２１条 市長は、第１８条及び第１９条第３項の規定により補助金の交付決定を取り

消した場合において、既に申請者に補助金が交付されているときは、期限を定めてそ

の返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、第２０条第３項に規定する財産処分申請を受けたときは、やむを得ないと

認められる場合を除き、交付した補助金の全部又は一部を返還させるものとする。 

３ 市長は、前各項の規定により交付した補助金の返還を求める場合は、補助金返還通

知書（様式１６）によって通知する。 

（書類の保管） 

第２２条 補助金の交付を受けた者は、補助対象事業に係る経理について収支の事実を

明らかにした証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助対象事業が完了した日の

属する年度の終了後５年間保存しなければならない。 

（その他） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、観光・ＭＩＣＥ担当局長が別

に定めるものとする。  

  

附 則 

この要綱は、令和７年４月 14日から施行する。 

 

 

 


